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（目的）
第１条　この告示は、愛媛県内の森林から生産され、かつ地域の製材で加工された木材（以下「地域材」という。）を使用して、新たに住宅を建築しようとする者及び建築された住宅を購入しようとする者に対し、予算の範囲内で地域材利用木造住宅建築促進事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、地域材の需要拡大、木造住宅建築の促進及び定住の促進を図ることを目的とする。
（補助対象住宅）
第２条　この告示において補助金の交付対象となる木造住宅（以下「補助対象住宅」という。）は、次の各号全てに該当する住宅とする。
(１)　地域材で生産された木材で製材の主要部材（別表）にその体積の60パーセント以上使用して建築し、かつ住宅部分の床面積が80平方メートル以上の木造住宅
(２)　在来工法（軸組工法）により建築される木造住宅
(３)　建築基準法を充たしている木造住宅
（補助対象者）
第３条　この告示において補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、町税、国民健康保険税、住宅使用料又は水道料の納付を遅滞している者は対象外とする。
(１)　自ら居住するために伊方町内に補助対象住宅を新たに建築する町民
(２)　自ら居住するために伊方町内に新たに建築された補助対象住宅を購入する町民
（補助金額）
第４条　補助金の額は、使用された地域材の体積に１立方メートル当たり１万円を乗じて得た額とし、50万円を限度とする。この場合において、算出された額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。
（補助金の交付申請）
第５条　補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書（様式第１号）に町長が必要と認める書類を添えて、提出しなければならない。
（補助金の交付決定）
第６条　町長は、前条に規定する申請書を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、必要な条件を付して、補助金の交付を決定し、補助対象者に通知するものとする。
（補助事業の変更承認申請）
第７条　前条の規定により補助金の交付決定を受けた補助対象者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）について、次の各号のいずれかに該当する変更をしようとするときは、あらかじめ事業変更承認申請書（様式第２号）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。
(１)　補助金額の変更を伴う補助事業の内容の変更をしようとするとき。
(２)　地域材の使用率を変更しようとするとき。
（補助事業の中止及び廃止）
第８条　補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ事業中止（廃止）承認申請書（様式第３号）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。
（完了届）
第９条　補助事業者は、補助事業完了後、速やかに事業完了届（様式第４号）に次の書類を添えて、町長に提出しなければならない。
(１)　大工・工務店の地域材を使用した建築である旨の建築証明書（様式第５号）
(２)　製材業者の地域材を納品した旨の納材証明書（様式第６号）
(３)　原木市場の地域材を購入した旨の購入証明書（様式第７号）
(４)　建築契約書又は購入契約書の写し
(５)　住民票の写し
(６)　その他町長が必要と認めた書類
（事業の検査）
第10条　町長は、補助事業者から事業完了届の提出を受けたときは、速やかに検査を行うものとする。
２　検査員は、地域材使用率計算書、建築証明書、納材証明書、購入証明書等により事業の適否を判定するものとし、適当と認めた場合は、検査調書（様式第８号）に検査復命書（様式第９号）を添付して、町長に報告するものとする。
（補助金額の確定）
第11条　町長は、補助事業者から事業完了届を受理した場合は、その内容を審査し、所定の検査を行い、適当と認めたときは、補助金額を確定し、その旨を補助事業者に通知するものとする。
２　前項の場合において、町長は、必要がある場合は、補助事業者に是正措置を命ずることができる。
（補助金の請求）
第12条　前条の規定により補助金の額の確定を受けた補助事業者は、補助金請求書（様式第10号）を、町長に提出しなければならない。
（補助金の交付）
第13条　町長は、前条の規定による補助金請求書を受理した場合は、補助金を交付するものとする。
（目的外使用の禁止）
第14条　補助事業者は、補助金を他の目的に使用してはならない。
（指導監督）
第15条　町長は、補助事業の実施に関して、必要に応じて調査し、指示を行い、又は報告を求めることがある。
（交付決定の取り消し等）
第16条　町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金交付の決定を取り消し、又は変更することができる。この場合において、既に補助金が交付されているときは、その全部又は一部の返還を命じるものとする。
(１)　この告示及び補助金交付の条件に違反したとき。
(２)　この告示により町長に提出した書類に偽りの記載があったとき。
(３)　前各号に掲げる場合のほか、補助事業の施行について、不正な行為があったとき。
（関係書類の保管）
第17条　補助事業者は、補助事業に係る証拠書類を整備し、補助事業終了年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。
（その他）
第18条　この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は町長が別に定める。
附　則
この告示は、平成22年４月１日から施行する。
附　則（平成24年６月１日告示第40号）
この告示は、平成24年７月１日から施行する。
附　則（令和６年４月１日告示第31号）
この告示は、令和６年４月１日から施行する。
附　則（令和７年４月28日告示第48号）
この告示は、令和７年４月28日から施行し、令和７年４月１日から適用する。
別表（第２条関係）
	主要部材

	土台、大引、根太、通柱、管柱、間柱、桁、梁、筋かい、小屋束、棟木、母屋、垂木



様式第1号(第5条関係)

　　　　年度地域材利用木造住宅建築促進事業費補助金交付申請書

第　　　　号
年　　月　　日


　伊方町長　　　　　　　　　　様


住所　　　　　　　　　　　　　　　
ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　印　
電話番号　(　　　)　　―　　　　　　　


　　　　　年度において、地域材利用木造住宅建築促進事業を下記のとおり実施したいので、地域材利用木造住宅建築促進事業費補助金交付要綱第5条により、補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

記

1　事業計画書(別紙1)
2　地域材使用率計算書(別紙2)
3　地域材利用木造住宅建築促進事業費補助金計算書
	地域材使用量
	補助単価
	補助金

	(m3)
	(円／m3)
	(円)


　(注)　補助金は、千円単位とし、千円未満は切り捨てること。
4　建築現場位置図・納税証明(現年度及び過年度分)
5　その他町長が必要と認める書類

(別紙1)

事業計画(実績)書

1　事業計画(実績)
　(1)　木材使用予定数量　　　　　　　　　　　　　立方メートル
　(2)　地域材使用予定量　　　　　　　　　　　　　立方メートル
　(3)　地域材予定使用率　　　　　　　　　　　　　パーセント
　(4)　住宅の予定延べ床面積　　　　　　　　　　　平方メートル

2　住宅の建築場所
3　建築又は購入契約予定年月日　　　　　　　　　年　　月　　日
4　工事着工予定年月日　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
5　工事完了予定年月日　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
6　施工予定業者
　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　代表者職氏名
　　　　　　　　　　　　電話番号　　(　　　　)　　　―

7　地域材納品予定製材業者
　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　代表者職氏名
　　　　　　　　　　　　電話番号　　(　　　　)　　　―

8　地域材木材購入予定原木市場等
　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　代表者職氏名
　　　　　　　　　　　　電話番号　　(　　　　)　　　―

(別紙2)

地域材使用率計算書

	主要部材
	部材名
	地域材
(m3)
	地域材以外
(m3)
	合計(m3)
	地域材使用率(％)

	
	土台・大引・根太
	　
	　
	　
	　

	
	柱(通柱・管柱・間柱)
	　
	　
	　
	　

	
	桁・梁
・筋かい
	　
	　
	　
	　

	
	小屋束・棟木・母屋・垂木
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　

	その他
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　


(注1)　体積は、m3単位とし、算出された数値に少数第4位に満たない端数があるときは、少数第5位を四捨五入する。
(注2)　使用率は、％単位とし、算出された数値に少数第1位に満たない端数があるときは、少数第2位を四捨五入する。

作成者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
印


様式第2号(第7条関係)

　　　　年度地域材利用木造住宅建築促進事業変更承認申請書

第　　　号
年　　月　　日

　伊方町長　　　　　　　　　　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　
ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　印　
電話番号　(　　　)　　―　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け　　　　　第　　　　号で、補助金交付決定の通知があった　　　　年度地域材利用木造住宅建築促進事業を、下記のとおり変更したいので、地域材利用木造住宅建築促進事業補助金交付要綱第7条の規定により、その承認を申請します。
記
1　変更の理由
2　事業変更計画書(別紙1)
3　地域材使用率変更計算書(別紙2)
4　地域材利用木造住宅建築促進事業費補助金変更計算書
	地域材使用量
	補助単価
	補助金

	(m3)
	(円／m3)
	(円)


　(注1)　補助金は、千円単位とし、千円未満は切り捨てること。
　(注2)　変更前のものを括弧書で上段に記載すること。
5　その他町長が必要と認める書類
　　(注)1　事業変更計画書は、要綱第5条の補助金交付申請書の事業計画書の様式に準じて作成し、変更前のものを括弧書で上段に記載すること。
　　　　2　地域材使用率変更計算書は、要綱第5条の補助金交付申請書の地域材使用率計算書の様式に準じて作成し、変更前のものを括弧書で上段に記載すること。



様式第3号(第8条関係)

　　　　年度地域材利用木造住宅建築促進事業中止(廃止)承認申請書

第　　　号
年　　月　　日

　伊方町長　　　　　　　　　　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　
ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　印　
電話番号　(　　　)　　―　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け　　　　　第　　　　号で、補助金交付決定の通知があった　　　　年度地域材利用木造住宅建築促進事業を中止(廃止)したいので、地域材利用木造住宅建築促進事業補助金交付要綱第8条の規定により、その承認を申請します。

記

1　事業の中止(廃止)の理由





2　中止の期間(廃止の時期)



様式第4号(第9条関係)

　　　　年度地域材利用木造住宅建築促進事業完了届

第　　　号
年　　月　　日

　伊方町長　　　　　　　　　　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　
ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　印　
電話番号　(　　　)　　―　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け　　　　　第　　　　号で、補助金交付決定の通知があった　　　　年度地域材利用木造住宅建築促進事業の実績について、地域材利用木造住宅建築促進事業補助金交付要綱第9条の規定により、関係書類を添えて届出します。
記
1　実績報告書(別紙1)
2　地域材使用率計算書(別紙2)
3　伊方町木造住宅建築促進事業費補助金計算書
	地域材使用量
	補助単価
	補助金

	(m3)
	(円／m3)
	(円)


　(注)　補助金は、千円単位とし、千円未満は切り捨てること。
4　建築証明書(様式第5号)
5　納品証明書(様式第6号)
6　購入証明書等(様式第7号)
7　建築契約書等の写し(別添)
8　住民票の写し(別添)
9　その他町長が必要と認める書類

　(注)　1　実績報告書は、要綱第5条の補助金交付申請書の事業計画書の「計画」を「実績」に改めて作成すること。
　　　　2　地域材使用率計算書は、要綱第5条の補助金交付申請書の地域材使用率計算書の様式と同じ。



様式第5号(第9条関係)

地域材木造住宅建築証明書

年　　月　　日

所在地　　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印　
電話番号　(　　　)　　―　　　　　　　


　下記住宅は、地域材利用木造住宅建築促進事業実施要綱第2条に該当する在来工法による地域材木造住宅であることを証明します。
記
	建築地
	　

	建築主
	　

	木材使用量(A)
	　

	地域材使用量(B)
	　

	地域材使用率(B／A)
	　

	建築又は購入契約日
	　

	建築着工年月日
	　

	建築完了年月日
	　


(注1)　体積は、m3単位とし、算出された数値に少数第4位に満たない端数があるときは、少数第5位を四捨五入すること。
(注2)　使用率は、％単位とし、算出された数値に少数第1位に満たない端数があるときは、少数第2位を四捨五入すること。



様式第6号(第9条関係)

地域材納品証明書

年　　月　　日
　所在地
　名称
　代表者職氏名　　　　　　　　　　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　　
製材業者名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印　
電話番号　(　　　)　　―　　　　　　　

　下記のとおり地域材利用木造住宅建築促進事業実施要綱第2条に規定する地域材を納品したことを証明します。
記
1　納品住宅
　(1)　建築地
　(2)　建築主
2　納品状況
	主要部材
	部材名
	地域材
(m3)
	地域材以外
(m3)
	合計(m3)
	地域材使用率(％)

	
	土台・大引・根太
	　
	　
	　
	　

	
	柱(通柱・管柱・間柱)
	　
	　
	　
	　

	
	桁・梁
・筋かい
	　
	　
	　
	　

	
	小屋束・棟木
・母屋・垂木
	　
	　
	　
	　

	
	計
	　
	　
	　
	　

	その他
	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　
	　


(注1)　体積は、m3単位とし、算出された数値に少数第4位に満たない端数があるときは、少数第5位を四捨五入すること。
(注2)　使用率は、％単位とし、算出された数値に少数第1位に満たない端数があるときは、少数第2位を四捨五入すること。



様式第7号(第9条関係)

地域材木材購入証明書

年　　月　　日

　所在地
　名称
　代表者職氏名　　　　　　　　　　様

所在地　　　　　　　　　　　　　　　
原木市場名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印　
電話番号　(　　　)　　―　　　　　　　

　下記のとおり地域材利用木造住宅建築促進事業実施要綱第2条に定める地域材を購入したことを証明します。
記
1　市　日
　　　　　年　　月　　日　(第　　　回市)

2　購入内容
	規格
	スギ
	ヒノキ
	その他(　　　)

	長さ
	径
	本数
	材積
	本数
	材積
	本数
	材積

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


(注1)　体積は、m3単位とし、算出された数値に少数第3位に満たない端数があるときは、少数第4位を四捨五入すること。ただし、その数値が少数第3位に満たないものがあるときは、少数第5位を四捨五入すること。
(注2)　その他については、(　)内に具体的な樹種名を記入すること。



様式第8号(第10条関係)

　　　　年度地域材利用木造住宅建築促進事業検査調書

年　　月　　日

　伊方町長　　　　　　　　　　様


検査員　所属　　　　　　　　　　　　　　　　
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　


　完成検査を別紙復命書のとおり実施しましたので、下記のとおり報告します。

記


　　　　　年　　月　　日に関係書類を審査した結果、本事業について、補助金　　　　　　　　　　　円の交付は、適当と認めます。



様式第9号(第10条関係)

　　　　年度地域材利用木造住宅建築促進事業検査復命書

年　　月　　日
　伊方町長　　　　　　　　　　様

検査員　所属　　　　　　　　　　　　　　　
職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日次のとおり完成検査を終わりましたから、関係書類を添えて復命します。
記
	検査対象事業
	事業者
	住所
	　

	
	
	氏名
	　

	
	建築場所
	　

	
	居住の有無
	　

	
	木材使用量(A)
	　

	
	地域材使用量(B)
	　

	
	地域材使用率(B／A)
	　

	
	補助金交付決定
	年月日
	　

	
	
	金額
	　

	
	建築又は購入契約年月日
	　

	
	事業着工年月日
	　

	
	事業完了年月日
	　

	
	適否
	　






様式第10号(第12条関係)

　　　　年度地域材利用木造住宅建築促進事業費補助金請求書

第　　　号
年　　月　　日


　伊方町長　　　　　　　　　　様


住所　　　　　　　　　　　　　　　
ふりがな　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　印　
電話番号　(　　　)　　―　　　　　　　


　　　　　年　　月　　日付け　　　　　第　　　　号で、補助金交付決定の通知があった　　　　年度地域材利用木造住宅建築促進事業費補助金について、地域材利用木造住宅建築促進事業費補助金交付要綱第12条の規定により、下記のとおり請求します。


記




1　請求額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

